
【ⅷ 母子保健課関係】
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１．妊婦健康診査等について

（１）妊婦健康診査支援基金について

妊婦健康診査支援基金は、妊婦が必要な回数（１４回程度）の妊婦健

診を受けられるよう、地方財政措置されている５回分を除き、９回分の

費用を公費助成（国１／２、地方１／２）しているところである。

妊婦の健康管理の充実及び妊娠・出産にかかる経済的負担の軽減を

図るため、平成２４年度も引き続き、妊婦健診に要する費用を公費助成

する必要があることから、平成２３年度第４次補正予算において、実施

期限を平成２４年度末まで１年間延長するとともに積み増し(１８１億

円）を行い、平成２４年度についても事業を継続することとしたところ

である。

（２）妊婦健康診査の公費負担の状況調査について

平成２３年４月現在における妊婦健康診査の公費負担の状況について

調査を行ったところ、全ての市区町村で１４回以上実施され、公費負担

回数と公費負担額の全国平均はそれぞれ１４．０１回、９４，５８１円

であった。（関連資料１参照）

各自治体におかれては、公費負担の更なる充実が図られるよう、引き

続き積極的な取組をお願いしたい。

なお、平成２４年４月現在の状況調査については、３月中に調査依頼

を行う予定であるので、ご協力をお願いしたい。

（３）その他

妊娠中は母体や胎児の健康の確保を図る上で定期的に健診を受診し、

普段以上に健康に気をつけることが必要であることから、妊婦健診の受

診を勧奨するため、厚生労働省において、健診の重要性の理解を促進す

るためのリーフレットデザインを作成し、ホームページに掲載している。

各自治体におかれては、広報誌・ホームページへの掲載、リーフレット

の作成、各種窓口での配布等の普及啓発に活用されたい。

【すこやかな妊娠と出産のために】

http://www.mhlw.go.jp/bunya/kodomo/boshi-hoken10/index.html

【“妊婦健診”を受けましょう】

http://www.mhlw.go.jp/bunya/kodomo/boshi-hoken10/index.html

また、Ｂ型肝炎母子感染防止については、「Ｂ型肝炎母子感染防止対策

の周知徹底について（平成１６年４月２７日雇児母発第0427001号厚生労
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働省雇用均等・児童家庭局母子保健課長通知)」等によりお願いしている

ところであるが、引き続き各医療機関において適切な対応が行われるよ

う指導等をお願いしたい。

２．母子健康手帳の改正について

平成２４年度の母子健康手帳の様式については、平成２２年乳幼児

身体発育調査、近年の社会的変化及び母子保健の変化等を踏まえ、平成

２３年９月から３回にわたり「母子健康手帳に関する検討会」を開催し、

平成２３年１１月に報告書を取りまとめ、その報告書を踏まえ省令事項

及び任意記載事項の様式改正を行ったところである。（関連資料２参照）

（検討会報告書の内容）

○ 妊産婦及び乳幼児の健康の保持及び増進の重要性に鑑み、母子健康

手帳の名称は変更しない。

○ 省令様式の分量が増加する場合は、任意様式の簡略化を行うが、

最低限に必要な知識は引き続き情報提供する。

○ 妊産婦の意識の変化、妊婦健康診査の充実等を受け、妊娠経過の

記載欄を拡充し、自由に記入できる欄を増やす。

○ 胆道閉鎖症等、生後１ヶ月前後の児の便色の異常を呈する疾患の

早期発見のため、カラーカードを母子健康手帳と一体的に利用できる

ようにする。

○ 平成２２年乳幼児身体発育調査に基づき、乳幼児身体発育曲線及び

幼児体重曲線を改訂する。

○ 予防接種記載項目について、定期接種の記載欄を一連の様式とし、

任意記載欄を増やすなど充実を図る。

○ 母子健康手帳以外の情報提供のあり方、健康診査等のデータの管理

や活用等の課題について今後さらに検討する。

（省令様式改正の内容）

○ 妊娠経過の記載欄について、近年のハイリスク妊娠の増加、妊産婦

の安全に関する意識や状況の変化及び妊産婦健康診査の充実を受け、

下記のとおり改正

・ 妊娠・分娩の際のリスクに関する情報を追記

・ 妊婦健康診査の記録欄の増加

・ 妊産婦等の自由記載欄の増加
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○ 成長発達の確認項目の一部について、保護者が記載しやすいよう、

達成時期を記載する形式に変更

○ 胆道閉鎖症等、生後１か月前後に便色の異常を呈する疾患の早期

発見のため、新生児の便色に関する情報を提供

○ 平成２２年乳幼児身体発育調査に基づき、乳幼児身体発育曲線及び

幼児の身長体重曲線を改訂 等

（任意様式改正の内容）

○ 予防接種記載項目について、定期接種の記載欄を一連の様式となる

よう、任意記載欄の拡充・変更

○ その他所要の改正

母子健康手帳は、健康と成長の記録であり、また、この記録を参考と

して保健指導や健康診査が行われるなど、母子保健対策を進めていく上

で重要な意義を持つものであることから、その効果的な活用については

特にご配慮をお願いする。

３．ＨＴＬＶ－１母子感染対策の推進について

平成２２年９月、総理官邸にＨＴＬＶ－１特命チームが設置され、

ＨＴＬＶ－１母子感染予防対策として、妊婦健康診査におけるＨＴＬＶ

－１抗体検査の実施、母子感染予防のための保健指導やカウンセリング

体制づくりを行うことが決定された。

これを受け平成２２年１０月６日付けで、妊婦健康診査における

ＨＴＬＶ－１抗体検査を標準的な検査項目に加え、公費負担の対象とし、

平成２３年度からは、母子保健医療対策等総合支援事業の「生涯を通じ

た女性の健康支援事業」の一部として「ＨＴＬＶ－１母子感染対策事

業」を新設し、都道府県において「ＨＴＬＶ－１母子感染対策協議会」

を設置するとともに、医師、助産師、市区町村職員等に対しての研修

及び妊婦等への普及啓発を実施している。

各都道府県におかれては、ＨＴＬＶ－１母子感染対策について引き

続き積極的な取組をお願いする。取組の推進状況については、厚生労働

省に設置されたＨＴＬＶ－１対策推進協議会に報告を行うこととして

いる。

なお、平成２３年度厚生労働科学研究費補助金成育疾患克服等次世代
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育成基盤研究事業「ＨＴＬＶ－１母子感染予防に関する研究：ＨＴＬＶ

－１抗体陽性妊婦からの出生児のコホート研究（研究代表者：昭和大学

教授 板橋家頭夫）」において、全国のＨＴＬＶ－１抗体陽性妊婦からの

出生児をフォローするため、都道府県レベルの中核病院等の体制を検討

している。今後、各都道府県のＨＴＬＶ－１母子感染対策協議会の体制

整備にも関連するため、承知願いたい。（関連資料３参照）

４．不妊に悩む方への特定治療支援事業について

子どもを生み育てたいという希望を持ちながら不妊に悩む夫婦に対す

る支援は、子ども・子育て施策の一環としても重要である。

このため、高額な不妊治療を選択せざるを得ない夫婦の経済的負担の

軽減を図るため、体外受精、顕微授精を対象に特定不妊治療費助成事業

を実施し、夫婦間の不妊治療に要する費用の一部を助成してきたところ

である。

平成２３年度からは、従来１回あたり１５万円を年２回、通算５年ま

での助成対象となっていたものを、初年度は年３回まで対象を拡大（通

算５年、通算１０回を超えない）し、制度の利用の促進を図っている。

また、不妊症の要因は様々あるが、その要因や治療に関する広報等を

行い、不妊治療に関する理解を深めるための「普及啓発事業」も併せて

実施していただくよう、各都道府県等におかれては、積極的な取組を

お願いする。

なお、実施医療機関の指定については、平成２１年５月に「特定不妊

治療費助成事業の実施医療機関における設備・人員等の指定要件に関す

る指針」を改正し、「医療法施行規則に定められている安全確保のための

体制確保」や「実施責任者の責務」などを明記したところであるので、

引き続き各都道府県等におかれては、実施医療機関の指定や再審査に

当たって留意願いたい。

５．習慣流産等（いわゆる不育症）に対する支援について

流産を２回以上繰り返す習慣流産など、いわゆる「不育症」について

は、平成２０～２２年度に、厚生労働科学研究費補助金（成育疾患克服

等次世代育成基盤研究事業）「不育症治療に関する再評価と新たなる治療
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法の開発に関する研究」（研究代表者：齋藤 滋 富山大学教授）におい

て、その多く（約６４．３％）は偶発的流産で、特別な治療を行わなく

ても次回妊娠予後は良好であるが、一部に凝固異常や夫婦の染色体異常

などのリスク因子が認められることがあり、そのため、流産や死産を

繰り返す苦しみなどの相談に対応するとともに、正確な情報を提供する

ことが必要であると報告されている。

これらの報告を踏まえ、平成２４年度予算（案）において、不妊専門

相談センターに不育症に悩む者に対する専門の相談員を配置するととも

に、不育症の知識や不育症に関して相談できる連絡先を記載したリーフ

レットを作成し普及啓発を図ることとしており、各都道府県におかれて

は、積極的な取組をお願いする。（関連資料４参照）

６．子どもの心の診療ネットワーク事業について

厚生労働省においては、平成１７年３月より「子どもの心の診療医の

養成に関する検討会」を開催し、子どもの心の診療に携わることのでき

る小児科や精神科などの医師の養成方法について、有識者等による検討

を行い、平成１９年３月に報告書を取りまとめ、平成２０年度より３か

年のモデル事業として、様々な子どもの心の問題に対応するため、都道

府県域における拠点病院を中核とした地域の医療機関、保健福祉機関等

と連携した支援体制づくりのため、「子どもの心の診療拠点病院機構推進

事業」を実施してきたところである。

この取組について助言・評価を行うために設置された「子どもの心の

診療拠点病院の整備に関する有識者会議」の最終報告（平成２３年６月）

においては、子どもの心の問題への医学的対応の更なる充実が求められ

ており、地域の子どもの心の診療体制を早急に全国的に構築する必要が

あることや、子どもの心の診療に専門的に携わる医師等の育成が求めら

れることから、心の診療拠点病院の役割の一つとして専門的医師等の

育成の推進をしていくことなどが取りまとめられたところである。

平成２３年度からは、「子どもの心の診療ネットワーク事業」として本

格的に実施しているところであり、引き続き本事業を利用して、各都道

府県における子どもの心の診療体制構築に努めるよう積極的な取組を

お願いする。
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７．児童虐待防止医療ネットワーク事業について

子どもの虐待の相談件数は年々増加しており、小児救急現場でも頭部

外傷をはじめ、身体的虐待を疑わせる子どもの受診も多い。しかし、

医療機関においては知識や経験が不十分だったり、組織的対応の体制が

ない場合もあり、十分に対応ができていない状況である。このため、平

成２４年度予算（案）において、都道府県の中核的な小児救急病院等に

虐待専門コーディネーター（虐待の専門的知識を有するメディカルソー

シャルワーカー（ＭＳＷ）等）を配置し、

① 地域の医療機関からの虐待対応に関する相談への助言

② 地域の医療機関の医師等を対象に虐待対応ができる体制整備のため

の教育研修

③ 虐待専門コーディネーターを中心として、拠点病院内に虐待対策委

員会を設置し、医学的所見や本人や保護者等の情報等を共有し、対応

方針・役割分担を決定するなど、虐待対応体制の整備等を図る 等

実施することとしている。

各都道府県におかれては、本事業を活用して、地域の虐待対応体制の

充実に積極的に取り組んでいただきたい。（関連資料５参照）

８．妊娠期から育児期に係る支援体制の充実について

（１）妊娠について悩む者が相談しやすい体制の整備等について

社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門

委員会によりとりまとめられた「「子ども虐待による死亡事例等の検証結

果等について」（第７次報告）」においても第６次報告に引き続き、日齢

０日の虐待死は０歳児の死亡事例の中で最も多い傾向を維持しており、

妊娠期・周産期の問題として望まない妊娠、母子健康手帳の未発行や妊

婦健診の未受診などの割合が高い結果となっている。０日・０か月児の

死亡事例の分析により、特に１０代を中心とする未婚初産婦については、

妊娠や出産に関する知識に乏しい上、相談相手がいないという特徴を持

つことから、望まない妊娠について相談できる機関の周知や体制の充実、

知識を得る機会の促進に努めるよう提言されている。

このような死亡事例の防止のためには、妊娠期から関係機関が関わり

の端緒をつかみ支援につなげることが必要であり、妊娠の早期届出や

妊婦健診の受診勧奨に努めていただいているところであり、引き続き、

この取組の徹底をお願いしたい。
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特に妊娠に悩む者に対する相談体制については、母子保健事業を通じ

た相談支援や女性健康支援センターにおける相談事業が行われていると

ころであるが、これらの窓口の存在について周知を図るため、地域の

実情に合わせて各種の媒体により広く情報提供する他、妊娠前から妊娠

に関する性と健康に関する知識の普及啓発を図り、引き続き、積極的な

取組をお願いしたい。

（２）乳幼児健診の未受診者の受診勧奨について

第７次報告においても、乳幼児健診の未受診は、児童虐待のリスク

要因のひとつとして挙げられている。母親等による乳幼児健診の未受診

や訪問指導の拒否を子ども虐待の発生リスク要因の一つと捉え、これら

を把握した際には児童福祉担当部署等に連絡し、連携して子どもの安全

確認を徹底するとともに、家庭訪問等により引き続き乳幼児健診未受診

者の受診勧奨等に努められたい。

９．「健やか親子２１」について

「健やか親子２１」は、妊産婦死亡や乳幼児の事故死などの課題と、

思春期における健康問題や親子の心の問題などについて、２１世紀の

母子保健の取組の方向性と目標（値）を示して、関係機関・団体が一体

となって取り組む国民運動計画である。その達成のためには、国民を

はじめ、医療・保健・福祉・労働・教育・警察等の関係者、関係機関・

団体がそれぞれの立場から寄与することが重要である。

このため、関係機関・団体が一体となって各種取組を効率的に進める

ことを目的として、平成１３年４月に「健やか親子２１推進協議会」が

設立され、平成２４年１月現在で８４団体が参加している。

【「健やか親子２１」公式ホームページ】

http://rhino.med.yamanashi.ac.jp/sukoyaka/

（１）健やか親子２１全国大会について

平成２３年度の全国大会は、「支えよう小さな命とその家族～みんな笑

顔で楽しい子育て～」をテーマに福井県で開催された。

平成２４年度は、平成２４年１０月３１日（水）～１１月２日（金）

に、群馬県（ベイシア文化ホール）において開催される予定である。

（２）マタニティマークについて

「健やか親子２１」の取組の一環として、妊娠・出産に関する安全性
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と快適性の確保を目指し、妊産婦に対する社会の理解と配慮を促すため、

平成１８年３月に「マタニティマーク」を発表した。

平成１９年度から、各市町村において、母子健康手帳と併せてマタニ

ティマークの配布を行ったり、マタニティマークの趣旨を普及啓発した

りできるよう、地方財政上の措置を行っている。

平成２３年８月に各都道府県・政令市・特別区を通じ調査したところ、

啓発の取組を実施している自治体が１，０７５、妊産婦個人用グッズを

配付している自治体が１，４６１であった。しかしながら、未だ国民へ

の周知が十分でないとの指摘もされている。国においても啓発に取り組

んでいるところであり、都道府県、市町村においても、更なるマタニテ

ィマークの周知、普及に向けた取組の推進をお願いしたい。（関連資料６

参照）

【マタニティマークについて】

http://www.mhlw.go.jp/bunya/kodomo/maternity_mark.html

10．小児慢性特定疾患治療研究事業について

（１）医療意見書の登録管理について

小児慢性特定疾患治療研究事業の登録管理については、「新たな小児慢

性特定疾患対策の確立について」（平成17年2月21日雇児発第0221001号厚

生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）及び「小児慢性特定疾患治療研

究事業に係る登録管理の実施及び報告について」（平成10年10月９日児母

第69号厚生省児童家庭局母子保健課長通知）に基づき、都道府県知事等

は厚生労働大臣に対し、医療意見書の内容等を毎年翌年度の６月３０日

までに報告することとなっている。

本報告により得られた情報に基づく登録管理は、小児慢性特定疾患に

関する研究の推進を図る重要なものとなっているため、引き続き、適切

な登録管理及び報告についてお願いしたい。

（２）小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業について

小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業について、平成２２年度の

各市区町村における実施状況は、全国の市区町村中３９．０％の実施に

止まっているところ。（関連資料８参照）

平成２３年度からは「パルスオキシメーター」及び「ネブライザー

（吸入器）」を対象品目に追加したところであり、都道府県におかれては、

小児慢性特定疾患治療研究事業のリーフレットを活用する等、小児慢性
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特定疾患治療研究事業の受給者及び実施していない市町村への周知を

お願いしたい。また、市町村におかれては、地域のニーズ等を勘案し、

積極的に実施することをお願いしたい。

【小児慢性特定疾患治療研究事業の概要】

http://www.mhlw.go.jp/bunya/kodomo/boshi-hoken05/index.html

11．基礎自治体への権限移譲について

「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための

関係法律の整備に関する法律（平成23年法律第105号）」が公布され、母

子保健法（昭和40年法律第141号）の第１８条の低体重児の届出、第１９

条の未熟児の訪問指導及び第２０条の養育医療については、平成２５年

４月１日から全ての市町村に移譲されることになり、また、平成２３年

１２月に母子保健法施行令（昭和40年政令第385号）及び母子保健法施行

規則（昭和40年厚生省令第55号）について所用の改正を行ったところ。

各都道府県におかれては、指定都市等、現在実施している市区を除く

市町村への移譲の準備をお願いするとともに、移譲される市町村への周

知も併せてお願いする。また、移譲後の事務に当たっても、母子保健法

第８条の都道府県の援助等の規定を踏まえ、市町村に対しての援助等を

お願いしたい。（関連資料10参照）
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［母子保健課：関連資料］

- 441 -



- 442 -



- 443 -

THVSF
関連資料１



- 444 -



- 445 -



 
23

12
28

 

24
1

13
 

- 446 -

THVSF
関連資料２



- 447 -

THVSF
関連資料３



 

 

- 448 -

THVSF
関連資料４



- 449 -



M
SW

- 450 -

THVSF
関連資料５



http://www.mhlw.go.jp/bunya/kodomo/maternity_mark.html
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